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従来, 姿勢制御は自動的または反射コントロールの下

で行われ, 姿勢制御システムは最小の注意しか必要とし

ないと考えられていた１)｡ しかし, 最近の研究では, 姿

勢制御には筋骨格系, 神経系, 感覚系, さらには認知的

な要素が互いに密接に関与すると同時に, 注意, 動機,

意志などの高次情報処理過程も影響を及ぼすと考えられ

ている２)｡

静止立位での重心動揺研究は, 小児から高齢者までを

対象に多く行われ３～５), 重心動揺は６～20歳までは年齢

とともに減少し, 10�15歳で成人と有意差がなくなり,
20歳代で最も小さくなることが示されている｡ 小児の重

心動揺が大きい理由として, �����������ら６)は, 姿勢制

御に必要な前庭系・体制感覚系・視覚系の発育発達過程

が加齢によって変化するためと述べ, 最初は体性感覚器

系が発達して３～４歳で成人と同水準まで達し, 次に視

覚器系が発達して15歳で成人レベルになり, 最後に前庭

器系が発達すると報告している｡ また, �����������と
�����７)は, 神経の髄鞘化がまだ完成しておらず神経学
的に発達が不十分であること, 下肢の発育が不十分で重

心が相対的に高い位置にあること, 抗重力筋の発育が不

十分で筋力が弱いこと, 精神的に落ち着きがないことを

挙げている｡

最近の姿勢制御の研究では姿勢制御と注意の関係に着

目して, 二重課題パラダイムを用いて報告されてい

る１,８～16)｡ これらの研究では, 第一課題として姿勢課題,

第二課題として認知課題を同時に遂行させている｡ 姿勢

課題としては, 座位, 開脚立位, 閉脚立位, ����肢位,
片脚立位などが採用されている｡ これらの姿勢には注意

処理要求に基づく階層性があり, 座位や開脚立位より����肢位や片脚立位は注意の必要性が多くなると考え
られる｡ また, 認知課題としては, 数唱課題, 計算課題,

聴覚反応課題, 視覚反応課題, ����������などが採用さ
れており, 主に記憶を用いる課題と主に知覚判断を用い

る課題とそれらが混合する課題に分けられる｡

姿勢課題と認知課題の二重課題研究は, 若年成人を対
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象とした研究１,８～10), 高齢者を対象とした研究11～12), 脳

卒中やパーキンソン病患者を対象とした研究13～14)が多く

行われているが, 小児を対象とした二重課題研究15,16)は

国外で一部報告されている程度で少ない｡ また, これら

の研究結果では, 成人・小児とも認知課題付加により姿

勢動揺が増加するという報告と減少するという報告があ

り, 一定の見解が得られていない｡ この理由として, 姿

勢制御に認知課題が及ぼす影響が対象者の年齢, 課題の

種類や難易度によって異なること, 認知課題以外の潜在

的混乱要因 (発話や上肢の動きや覚醒など) により左右

されることが挙げられる１)｡

小児を対象とした二重課題研究として, ���������ら15)

は８～10歳児に閉脚立位にて逆唱課題を実施させたとこ

ろ, 動揺幅の減少を示した｡ 一方, ������ら16)は４～６

歳児, ７～12歳児に開脚立位・����肢位にて視覚性ワー
キングメモリ課題を実施させたところ, ４～６歳児は両

姿勢とも身体動揺が増加したが, ７～12歳児では両姿勢

とも変化がなかったことを示した｡ このことより, ６歳

以下の小児は二重課題干渉を受けやすいが, ７歳以上の

小児は二重課題干渉を受け難いことがわかり, 年齢を重

ねるにつれて干渉を受けにくくなることがわかる｡

本研究では, まだ二重課題干渉を受けやすいと思われ

る５, ６歳の小児を対象とし, 主に記憶を用いる数唱課

題と主に知覚判断を用いる数字列の音読課題の２種類を

２つの難易度にて実施し, 課題の種類・難易度により,

二重課題干渉に相違があるかを検討する｡ つまり, 本研

究の目的は, 注意を要する認知課題を付加することが立

位姿勢制御に及ぼす影響を検討することである｡

｢立って計算問題を解く｣ ように, 小児の頃から日常

生活で姿勢制御しながら認知課題を遂行しなければなら

ない場面は多く存在する｡ 本研究により, 小児の二重課

題遂行時の姿勢制御能力や認知処理能力の特性を明確に

することができる｡ このことにより, 認知‐姿勢相互作

用の基本的メカニズムの理解が進む上に, 姿勢制御に問

題をきたす脳性麻痺や自閉症スペクトラムなどのリハビ

リテーションを検討する上での一助となると考えられる｡� �����
許可の得られた鹿児島市内の幼稚園に通園する５, ６

歳児で, 整形外科的・神経学的疾患の既往のない小児26

名 (平均月齢68�76±3�16, 男児16名, 女児10名) を対象
とする｡ 実施期間は平成23年７月～９月である｡

実験に先立ち, 対象児の保護者に対し ｢臨床研究に関

する倫理指針｣ (厚生労働省) に則って作成した説明文

書を用い, 実験の趣旨を十分説明し, 参加の同意を得た｡

なお, 本研究は鹿児島大学医学部疫学・臨床研究倫理委

員会の承認を得ている (受付番号186号)｡�����
本研究では, 立位課題と認知課題の二重課題遂行時に

おける静止立位姿勢動揺を測定した｡ 立位課題のみの単

一課題 (基準条件) を実施後, 立位課題と認知課題の二

重課題 (実験条件) を実施した｡

(1) 群の編成

無作為に開脚立位群 (肩幅に足を開く) と閉脚立位群

(両足の内側を密着させる) の２つの姿勢群に分けた｡

両姿勢とも裸足で, 両上肢は体側に下垂させて行った｡

(2) 基準条件 (単一課題)

｢正面を向き, できるだけまっすぐ立ってください｣

と教示し, 30秒間静止立位を保持させた｡ 注視点は設置

しなかった｡

(3) 実験条件 (二重課題)

立位課題と同時に第２課題として, 主にワーキングメ

モリなどの認知を必要とする記憶課題と, 主に知覚を必

要とする視覚課題を採用し, 易課題と難課題の２つの難

易度にて実施した｡ つまり, 以下の４条件である｡

条件1�1：難易度の低い記憶課題 (以下, 易記憶課題)

条件1�2：難易度の高い記憶課題 (以下, 難記憶課題)

条件2�1：難易度の低い視覚課題 (以下, 易視覚課題)

条件2�2：難易度の高い視覚課題 (以下, 難視覚課題)

課題による発語影響の差を少なくするために, 記憶課

題・視覚課題ともに発語を伴う課題として実施した｡

①記憶課題

記憶課題は聴覚性言語性短期記憶 (ワーキングメモリ)

の検査である数唱 (���������)17)を参考にして, 易課題
として順唱を, 難課題として逆唱を採用した｡ 前テスト

として, 椅子座位にて逆唱を実施し, 本実験で使用する

桁数を決定した｡ 提示する数字は２桁から開始し, 正解

したら桁数を１つ増やし, ２回連続不正解となった桁数

から１つ減らした桁数を, その被験者の逆唱桁数とした｡

順唱桁数は逆唱桁数と等しいものとした｡

｢正面を向き, できるだけまっすぐ立ってください｣

と教示し, 30秒間静止立位を保持しながら開眼で課題を

行わせた｡ 注視点は設置しなかった｡

②視覚課題

視覚課題は数字列の音読課題である����������������������������18) (以下, ���テスト) を参考にして, 易
課題として等間隔に並んだ１桁の数字列を縦方向に音読

する課題を, 難課題としてランダムな間隔で並んだ１桁

の数字列を横方向に音読する課題を採用した｡

｢正面を向き, できるだけまっすぐ立ち, できるだけ

早く音読してください｣ と教示し, 30秒間静止立位を保

持しながら課題を行わせた｡ 課題は, 各参加者の目の高
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さで, 目の位置から1�5�前方の壁に提示した｡
以上の二重課題は各条件２試行ずつ行った｡ 各条件の

実施順は順序効果を除外する目的から, ランダム順序で

行った (各被験者：基準条件２試行, 二重課題条件４×

２＝８試行, 計10試行実施)｡ 各条件の間には１分間の

休憩をとりながら行った｡��������
静止立位動揺の記録は床反力計 (ニッタ株式会社製マッ

トスキャン ニッタ圧力分布測定システム) を使用し,

基準条件及び各課題遂行時の立位姿勢動揺を足圧中心

(以下, ���) により30秒間にわたり記録する｡ 各課題
遂行時における立位姿勢動揺データから, 総軌跡長

(��), 外周面積 (��2), �中心平均変位 (��), �中心
平均変位 (��) を求める｡ �中心平均変位とは, 中心基
準点から荷重中心の平均位置の�軸 (左右方向) に対す

る変位量 (左：－, 右：＋) で, �中心平均変位とは,�軸 (前後方向) に対する変位量 (前：＋, 後：－) で

ある｡��������������20を用いて以下の統計処理を行った｡
認知課題なし (基準条件) と認知課題ありとの影響を

検討するために, 姿勢要因 (２：開脚立位群, 閉脚立位

群) ×認知課題要因 (５：基準条件, 易記憶課題, 難記

憶課題, 易視覚課題, 難視覚課題) の２要因分散分析を

行った｡� �
対象者26名を, ランダムに開脚立位群13名, 閉脚立位

群13名に分けた｡ 但し, 開脚立位群の２名, 閉脚立位群

の１名は標準偏差基準法に基づき一部条件で外れ値を示

したため分析から除外した｡ また, 閉脚立位群の１名は

一部条件を実施不能であったため分析から除外した｡ 従っ

て, 実際の分析対象は22名で開脚立位群11名 (平均月齢

68�64±2�65ヶ月, 男児６名, 女児５名), 閉脚立位群11
名 (平均月齢68�40±3�34ヶ月, 男児７名, 女児４名) で
ある｡

記憶課題は, 前テストにて全対象者とも３桁の逆唱を

理解することが困難であり, ２桁にて実施した｡������������
主効果, 交互作用とも有意差を認めなかった (姿勢��

1�88, ��；認知課題��1�11, ��；姿勢×認知課題��0�98,��)｡

������������
まず, 姿勢の主効果 (��4�69, ���05) を認めた｡ つ

まり, 開脚立位群 (平均3�65±1�82��2) が閉脚立位群
(平均6�05±4�28��2) より有意に小さかった｡ 次に, 姿
勢×認知課題の一次交互作用 (��4�42, ���05) で有意
差を認め, 単純主効果の結果, 基準条件における姿勢

(��10�47, ���01), 閉脚立位における認知課題 (��4�64,���05) で有意差を認めた (図２)｡ 多重比較の結果, 基

準‐易視覚 (���05) で有意差を認めた｡ つまり, 基準
条件において開脚立位群 (平均2�85±1�17) は閉脚立位
群 (平均8�68±5�86) より有意に小さかった｡ また, 閉
脚立位において易視覚 (平均4�82±3�11) は基準条件
(平均8�68±5�86) より有意に小さかった｡
認知課題の主効果は有意差を認めなかった (��1�50,��)｡���������������
姿勢の主効果 (��7�53, ���05) を認めた｡ つまり,

開脚立位群 (平均－0�72±0�98��) が閉脚立位群 (平均－
0�04±0�24��) より���の位置が左側によっていた｡
認知課題の主効果, 姿勢×認知課題の一次交互作用は

有意差を認めなかった (認知課題��0�69, ��；姿勢×認
知課題��0�512, ��)｡
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主効果, 交互作用とも有意差を認めなかった (姿勢��

2�68, ��；認知課題��0�86, ��；姿勢×認知課題��0�53,��)｡� �������
本研究では, 開脚立位群と閉脚立位群の２群に対象者

を分けて実施したところ, 総軌跡長において有意差はみ

られなかったが, 外周面積において有意差がみられた｡

総軌跡長を動揺の量, 外周面積を動揺の幅と捉えると,

支持基底面の変化により動揺量は変わらず, 動揺幅のみ

変化していること示す｡ つまり, 開脚立位では小刻みに

速く動揺しており, 閉脚立位では大きくゆっくりと動揺

していることを示している｡ 時田ら19)は, 直立立位時の

身体動揺には緩徐な動揺と速い動揺があり, 緩徐な動揺

は主として迷路性の立ち直りを示し, 速い動揺は筋の自

己受容器からの立ち直りを示すと推論している｡ この推

論に基づくと, 支持基底面の減少により, 安定性が低下

して頭部動揺が大きくなったことで, 迷路性の立ち直り

が起きていたと考えることができる｡

前後左右の身体動揺に関しては, 開脚立位群と閉脚立

位群ともに左側・後方に���の位置があることが示され,
これは先行研究結果と一致している20)｡ 左右の身体動揺

で開脚立位群と閉脚立位群に有意差を認めことについて

は, 足底の位置が左右方向に広がったことにより, ���
の位置もやや左側に移動したためと考えられる｡���������
総軌跡長・外周面積の認知課題の主効果は認められな

かった｡ ������������と����������は注意と姿勢に関す
る研究のレビューをまとめ１), 姿勢制御 (第一課題) と

認知課題 (第二課題) の二重課題を遂行すると, いずれ

かのまたは両方のパフォーマンスが低下すると述べ,��������の注意情報処理容量モデルにより説明してい
る｡ このモデルに基づくと, 姿勢制御機能, 注意機能と

もに未熟な５,６歳の小児では認知課題付加 (特に難課

題付加) では二重課題干渉が生じやすく, 身体動揺が増

加すると推測される｡ 本研究結果はこの推論と相反して

おり, 小児における姿勢と認知の二重課題は, 単純に��������の注意情報処理容量をのみでは解釈できない
ことが示された｡�������21)は, 認知課題を付加され注意資源を競う２
つの課題が葛藤する際, 注意資源を競う２つの課題は独

立した行動ではなく, 行為プランを必要とする１つの高

次スキルへ支配神経系によって統合されると述べている｡

今回の静止立位と認知課題の二重課題の場合, これらの

課題を同時に行うように行為プランが立てられたため,

二重課題干渉が生じなかったと考えられる｡��������������
本研究において, ５,６歳児に閉脚立位で易視覚課題

の際に身体動揺減少を認めたが, その他の課題の際には

身体動揺に変化を認めなかった｡ また, ���������らは
８�10歳児に閉脚立位で逆唱課題の際に身体動揺減少を
認め, �����らは成人に閉脚立位で記憶課題の際に身体
動揺減少を認めている｡ このことより, 年齢があがるに

つれて, 身体動揺減少が明確に生じやすくなっているこ

とがわかる｡ これは, 二重課題経験が増し, 統合する能

力が上がるためと考えられる｡ ２課題の統合は, 自分の

注意容量内で２つの課題を処理できるようにするために

行われる｡ 成人は二重課題の経験が豊富であり, 比較的

どんな課題でも統合することができるが, 小児, 特に５,

６歳児は統合しやすい課題と統合しにくい課題があるの

ではないだろうか｡ 本研究結果では, しっかりと統合さ

れた易視覚課題では身体動揺が減少したが, 統合が完全

ではなかった易記憶・難記憶・難視覚では身体動揺に変

化を認めなかったと考えられる｡

統合により身体動揺が減少する理由として,���������
ら15), �����ら９)ともに統合の過程で注意を認知課題に向

けるために身体自由度を制限 (フリーズ) させたと述べ

ており, 本研究での身体動揺減少もこれにより説明がで
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きる｡ また, 開脚立位で身体動揺の変化が生じなかった

理由として, 姿勢制御において身体は絶えず動揺してお

り完全に静止することはなく, 身体動揺減少には限界が

あることが挙げられる｡ 開脚立位は比較的安定した姿勢

であり, もともと身体動揺が小さいため, 統合によりフ

リーズしたとしてもそれ以上の動揺減少が数値に表れな

かったと考えられる｡

他方で, 同年齢の小児を対象とした������ら16)の研究

では, 開脚立位・����肢位にて視覚性ワーキングメモ
リ課題を実施し, 両姿勢とも身体動揺の増加を示した｡������らの研究で用いられた認知課題は正答率が70％に
なるように調整された課題であり, 本研究の認知課題よ

りも難易度が高かった｡ 姿勢制御機能, 注意機能ともに

未熟で, 二重課題経験も少ない５,６歳児では, 認知課

題の難易度が低ければ課題の統合が生じるが, 難易度が

高くなると二重課題干渉が生じ, 身体動揺の増加につな

がると考えられる｡� �
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